
告 示

�愛媛県告示第９６１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２７年７月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

伊予鉄ターミナルビル 松山市湊町５丁目１
番地１

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

伊予鉄道株式会社
代表取締役社長
佐伯 要

伊予鉄道株式会社
代表取締役社長
清水 一郎

平成２７年
６月２５日

平成２７年
７月１５日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

伊予鉄不動産株式会
社
代表取締役社長
増岡 次郎

伊予鉄不動産株式会
社
代表取締役社長
芳野 裕三

平成２７年
６月２９日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等………………………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…７３５

○ 農用地利用配分計画の認可申請…………………………………………………………………………………………（農産園芸課担い手・農地保全対策室）…７３６

○ 指定居宅サービス事業者の指定…………………………………………………………………………………………………………（東予地方局地域福祉課）…７３６

○ 指定介護予防サービス事業者の指定……………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…７３６

○ 土地改良事業の計画の変更の関係書類の縦覧…………………………………………………………………………………………（東予地方局農村整備課）…７３６

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（東予地方局管理課）…７３７

○ 道路の区域変更（県道弓削島循環線）……………………………………………………………………………………………（東予地方局今治土木事務所）…７３７

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…７３７

○ 土地改良区役員の就退任の届出……………………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）…７３７

○ 道路の供用開始（県道内子河辺野村線）…………………………………………………………………………………………（南予地方局大洲土木事務所）…７３８

○ 道路の供用開始（県道河辺小田線）………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…７３８

公 告

○ 危険物取扱者法定講習会の実施…………………………………………………………………………………………………………………（消防防災安全課）…７３８

○ 通信機能付き電子線量計システム整備業務の委託…………………………………………………………………………………………（原子力安全対策課）…７３９

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

毎週（火・金）曜日発行 第２６９２号 平成２７年７月２４日

平成２７年７月２４日金曜日 第２６９２号

愛 媛 県 報

７３５
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�愛媛県告示第９６２号
農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）

第１８条第１項の規定に基づき、農地中間管理機構公益財団法人えひ

め農林漁業振興機構から農用地利用配分計画の認可申請があった。

当該農用地利用配分計画は、愛媛県農林水産部農業振興局農産園

芸課担い手・農地保全対策室において告示の日から２週間公衆の縦

覧に供する。

平成２７年７月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

北 谷 由起雄 愛媛県松山市中島大
浦２３８８番地

愛媛県松山市中島大
浦４１０６番ほか１筆 ９，８５６

竹 村 太 成 愛媛県松山市土手内
１００番地１

愛媛県松山市庄乙５２
６番１ ９，１５３

能 田 英 文 愛媛県松山市門田町
１０８番地１

愛媛県松山市門田町
７３２番ほか７筆 ７，４５１

２ 申請年月日

平成２７年７月１３日

�������
�愛媛県告示第９６５号
上分町土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持管理）

の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法

律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規

定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２７年７月２４日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 上分町土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画書の写

し

� 上分町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第９６３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２７年７月２４日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

�愛媛県告示第９６４号
地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号）附則第１１条又は第１４

条第２項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第５条の規定（同法附則第１条第３号に掲げる改正規定に限る。）による改

正前の介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２７年７月２４日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社えひめメディコープ デイサービスぽかぽか 愛媛県今治市室屋町五丁目３番地６ 平成２７年４月１０日 通所介護

ＮＰＯ法人西条 訪問介護ステーション あゆみ 愛媛県西条市河原津甲４９２番地３ 平成２７年４月１６日 訪問介護

ＮＰＯ法人西条 デイサービス あゆみ 愛媛県西条市河原津甲４９２番地３ 平成２７年４月１６日 通所介護

株式会社Ｙ＆Ｆ デイサービス 元気いっぱい 愛媛県四国中央市寒川町４１５４番地 平成２７年５月１日 通所介護

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社えひめメディコープ デイサービスぽかぽか 愛媛県今治市室屋町五丁目３番地６ 平成２７年４月１０日 介護予防通所介護

ＮＰＯ法人西条 訪問介護ステーション あゆみ 愛媛県西条市河原津甲４９２番地３ 平成２７年４月１６日 介護予防訪問介護

ＮＰＯ法人西条 デイサービス あゆみ 愛媛県西条市河原津甲４９２番地３ 平成２７年４月１６日 介護予防通所介護

株式会社Ｙ＆Ｆ デイサービス 元気いっぱい 愛媛県四国中央市寒川町４１５４番地 平成２７年５月１日 介護予防通所介護

愛 媛 県 報平成２７年７月２４日 第２６９２号

７３６
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平成２７年７月２７日から８月２１日まで

３ 縦覧場所

四国中央市川之江総合支所

�������
�愛媛県告示第９６９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

三津土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の届

出があった。

平成２７年７月２４日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

就 任

�愛媛県告示第９６６号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２７年７月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９６７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年７月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９６８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年７月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２２）第５７８９号 平成２２年
１１月１４日 青野建設� 青野 光治 今治市石井町５－４６９－

２
平成２７年
６月１日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２２）第１６７１９号 平成２２年
７月２２日 松本防水 松本 成次 新居浜市郷３－３－１９ 平成２７年

６月３日 左官工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２２）第１１１３０号 平成２３年
３月１５日 �越智鉄工 越智 三誉 今治市郷桜井２－８－２５ 平成２７年

６月４日
建築工事業
鋼構造物工事業 建設業の廃止

（般－２４）第４６７８号 平成２４年
６月１５日 法生建設 菅 法生 今治市大三島町宗方１３７２ 平成２７年

６月１５日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２３）第１６８９５号 平成２３年
８月１日 篠原組 篠原 孝尚 新居浜市港町２０－２５ 平成２７年

６月２４日 とび・土工工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 弓削島循環線
越智郡上島町弓削大谷７１番から

同町弓削大谷７２番まで

旧 ６．７～８．４ ０．０２４

新 １５．２～２２．６ ０．０２９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 弓削島循環線
越智郡上島町弓削大谷７１番から

同町弓削大谷７２番まで
平成２７年７月２８日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 岡 田 伸 一 松山市古三津一丁目１８番１４号

〃 乗 松 壽 幸 松山市古三津一丁目６番５号

〃 上 野 俊 幸 松山市中須賀二丁目１番１２号

〃 岡 田 久 輝 松山市古三津六丁目２番２４号

〃 岡 田 充 弘 松山市古三津二丁目１４番７号

監 事 東 浩 三 松山市古三津一丁目６番６号

〃 立 石 博 松山市古三津一丁目１９番２９号

愛 媛 県 報平成２７年７月２４日 第２６９２号

７３７
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公 告

退 任

�愛媛県告示第９７０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年７月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９７１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年７月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

危険物取扱者法定講習会の実施について

消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１３条の２３の規定による平成２７年度危険物の取扱作業の保安に関する講習会を次のとおり実施する。

平成２７年７月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習の種別、日時及び場所

種 別 日 時 場 所

� 給油取扱所において危険物の取扱
作業に従事する危険物取扱者を対象
とした講習

平成２７年９月２４日（木）午前９時３０分 今治市南宝来町一丁目９番地８
今治市総合福祉センター 多目的ホール

平成２７年１０月１日（木）午後１時 大洲市東大洲２７０番地１
大洲市総合福祉センター 多目的ホール

平成２７年１０月６日（火）午前９時３０分 八幡浜市北浜一丁目３番３７号
愛媛県南予地方局八幡浜支局 大会議室

平成２７年１０月８日（木）午前９時３０分 宇和島市天神町７番１号
愛媛県南予地方局 大会議室

平成２７年１０月２０日（火）午前９時３０分 松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県庁第二別館 大会議室

平成２７年１０月２１日（水）午後１時３０分 松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県庁第二別館 大会議室

平成２７年１０月２３日（金）午前９時３０分 西条市喜多川７９６番地１
愛媛県東予地方局 大会議室

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 内 藤 始 松山市中須賀二丁目３番５号

〃 岡 本 忠 則 松山市内浜町８番３０号

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 内子河辺野村線
大洲市河辺町横山３７６番５から

同町横山３７３番３まで
平成２７年７月２４日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 河辺小田線
大洲市河辺町川崎１５５９番２から

同町川崎１５５７番２まで
平成２７年７月２４日

〃 岡 田 伸 一 松山市古三津一丁目１８番１４号

〃 西 本 努 松山市中須賀二丁目５番１１号

〃 乗 松 尚 照 松山市古三津一丁目２７番１２号

監 事 岡 田 久 輝 松山市古三津六丁目２番２４号

〃 井 村 昌 輝 松山市中須賀一丁目４番２７号
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成２７年７月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

通信機能付き電子線量計システム整備業務の委託

� 委託業務名及び数量

通信機能付き電子線量計システム整備業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書等による。

� 委託期間

契約日から平成２８年３月１１日（金）まで

� 委託業務の履行場所

入札説明書等による。

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書

に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

平成２７年１１月９日（月）午後１時３０分 新居浜市前田町６－９
リーガロイヤルホテル新居浜 石鎚の間

平成２７年１１月１８日（水）午前９時３０分 四国中央市妻鳥町土居山乙１２７番地
愛媛県紙産業技術センター 研修室

� 石油コンビナート等災害防止法
（昭和６０年法律第８４号）第２条第６
号に規定する特定事業所における危
険物施設（給油取扱所を除く。）に
おいて危険物の取扱作業に従事する
危険物取扱者を対象とした講習

平成２７年９月２５日（金）午前９時 今治市南宝来町一丁目９番地８
今治市総合福祉センター 多目的ホール

平成２７年１０月２０日（火）午後１時３０分 松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県庁第二別館 大会議室

平成２７年１１月９日（月）午前９時３０分 新居浜市前田町６－９
リーガロイヤルホテル新居浜 石鎚の間

平成２７年１１月１０日（火）午後１時３０分 新居浜市前田町６－９
リーガロイヤルホテル新居浜 石鎚の間

平成２７年１１月１１日（水）午前９時３０分 新居浜市前田町６－９
リーガロイヤルホテル新居浜 石鎚の間

� �及び�に掲げる危険物施設以外
の危険物施設において危険物の取扱
作業に従事する危険物取扱者を対象
とした講習

平成２７年９月２４日（木）午後１時３０分 今治市南宝来町一丁目９番地８
今治市総合福祉センター 多目的ホール

平成２７年１０月６日（火）午後１時３０分 八幡浜市北浜一丁目３番３７号
愛媛県南予地方局八幡浜支局 大会議室

平成２７年１０月８日（木）午後１時３０分 宇和島市天神町７番１号
愛媛県南予地方局 大会議室

平成２７年１０月２１日（水）午前９時３０分 松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県庁第二別館 大会議室

平成２７年１０月２３日（金）午後１時３０分 西条市喜多川７９６番地１
愛媛県東予地方局 大会議室

平成２７年１１月１０日（火）午前９時３０分 新居浜市前田町６－９
リーガロイヤルホテル新居浜 石鎚の間

平成２７年１１月１８日（水）午後１時３０分 四国中央市妻鳥町土居山乙１２７番地
愛媛県紙産業技術センター 研修室

平成２７年１１月１９日（木）午前９時３０分 四国中央市妻鳥町土居山乙１２７番地
愛媛県紙産業技術センター 研修室

平成２７年１１月１９日（木）午後１時３０分 四国中央市妻鳥町土居山乙１２７番地
愛媛県紙産業技術センター 研修室

２ 受講申請書の提出期間

平成２７年９月１日から各講習実施日の２日前の日まで（土、日曜日及び祝祭日を除く。）

但し、受付した危険物安全協会の管轄以外の会場で受講する場合は、各会場講習実施日の５日前（同）まで

３ 受講申請書の請求先及び提出先

� 受講申請書の請求先

各地区（市）危険物安全協会、各消防本部（局）、県地方局総務県民課及び県地方局支局総務県民室

� 受講申請書の提出先

各地区（市）危険物安全協会

但し、受講申請者数が各会場の定員に達した場合は、受付できませんので、あらかじめご了承ください。

その他の法定講習に関するお問合せについては、各地区（市）危険物安全協会において受付けます。
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知事の審査を受け、平成２６・２７・２８年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められ、かつ、「特定

調達参加希望」の登録をしている業者で、次の事項に該当するも

の

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務を委託期間内に適正かつ確実に履行できる体制が整

備されていることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 過去５年間に、国、地方公共団体等と種類及び規模を同じく

する契約の実績があること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県県民環境部防災局原子力安全対策課

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２３４０

� 入札書の受領期限

平成２７年９月３日（木）午後２時まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２７年９月３日（木）午後２時

愛媛県庁第一別館５階 県民環境部会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

委託業務を委託期間内に確実に履行できることを証明する書類

等を、入札説明書等に基づき次の期限までに提出しなければな

らない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：平成２７年８月２１日（金）午後５時００分

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を期間内に確実に遂行できると知事が

判断した入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基

づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって

有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Electronic dosimeter with the communication facility，１ set

� Time limit of tender：２：００ p．m．，３ September２０１５

� For further information，please contact： Nuclear Power

Safety Division，Public Affairs and Environment Department，

Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２３４０

平成２７年７月２４日 発行
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